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　今回のテーマは「災害に備える」となっています。当法人の取り組みはBCP（事業継続計画）を作成するためのプロジェクトチームを編成しましたので次ページ以降をご覧いただきたいと思います。
　さて、災害と言えば自然災害を思い起こしますが今年の新型コロナの感染拡大は災害と言っても良い事態です。第２波は収束に向かいつつありますが、今後の推移は現段階では何とも言えません。第３波がどうなるのかは予断を許さない状況だと思います。世界各国で感染が拡大しているコロナですが、今回は米国の医療制度を紹介して「災害に備える」を考えたいと思います。というのも国によって感染者数、死者数にかなりの差があるからです。
　まず、WHOの発表によれば本年９月13日現在の人口十万人当たりの感染者、死者数ともに突出して上位にあるのがアメリカ、ブラジル、インドです。インドやブラジルと異なり経済先進国のそれもリーダーと言われるアメリカにおいて実に651万人余が感染、20万人弱の死亡が確認されています。
　米国の医療制度は「公的医療限定方式」と言われるもので公的な医療保険は65歳以上の高齢者および障害者を対象に連邦政府が提供している「メディケア」と低所得者を対象に州政府が提供している「メディケイド」があるだけです。現役世代の人々は民間保険会社の医療保険に加入するのが原則です。その結果人口の３分の２以上の人は公的保険に加入できません（加入しません）。民間保険ですから当然保険料の支払い額に応じて保険内容も異なることになります。その帰結として多数の無保険者が存在します。その背景には、公的な関与を嫌い、自由競争と自己責任に基づく民間の力を尊重するという米国流の考え方があるからです。競争を勝ち抜いて質の高いサービスを提供する者が高い報酬を得ることができる。医療も同様だ。利用者も、国の保護をあてにするのではなく自分で保険を準備せよ。このような風土は高水準の医学と現場を実現しましたが、一方で国民一人当たり医療費でみても対GDP比でみても米国の医療費は世界でもとびぬけて高いものになっています。民営化が「効率化を促し安くて質の良いサービスが実現する」には直結しない好例です。こうした制度ですから医療の恩恵を受けることができない人が多数存在することになります。今回の感染率と死者率の高さはアメリカの医療制度もその一因ではないかと言われています。医療の沙汰も金次第と言っても過言ではありません。
　日本の医療制度については説明するまでもないと思いますが、すべての国民は原則として何らかの医療保険に加入します（加入が義務付けられています）。またどこの医療機関にも原則３割の自己負担でアクセスでき高額療養費制度も用意されています。コロナの感染率や死亡率が比較的少なくて済んでいるのは政府の対応の善し悪しというよりもこうした世界に誇るべき医療制度をもっていることも原因の一つと考えられます。
　戦後、75年営々と築いてきた社会保障制度（私たちの社会福祉はその一部と定義されている）が規制緩和、自由競争、自己責任、民営化の掛け声の中で、すべての面で見直しが図られています。医療制度も例外ではありません。水道事業の民間移譲という議論もこの延長線上にあります。もちろん制度疲労を起こしている部分の見直しは私も必要だと思いますが、医療や社会福祉等で国民の命に直結するものは多少のお金がかかったとしても国の責任において実施していくことこそが「災害に備える」最大の方法だと新型コロナの各国の感染状況をみて思いました。皆さんはどう思われますか。
